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第Ⅱ章 地域別景気指標の動向 
 

Ⅱ－１．地域別 GDP 関連項目指標の動向 
 

Ⅱ－１－１．各種統計の特徴 

（１）家計調査 

 ここでは 1 世帯１ヶ月当りの名目消費支出とこれを名目可処分所得で除して得られる消

費性向を地域別にみた。これらの値は、総務省「家計調査年報」掲載の県庁所在地別 勤

労者世帯の調査結果を、1990 暦年の県別実質民間最終消費支出でウェイト付けして求めた。 
 1998～2000 暦年平均の名目消費支出は、北陸が最も多く 386,212 円であった。これに関

東の 376,157 円、信越の 373,975 円、東京の 371,150 円、東北の 359,252 円が続く。沖縄

は最も少なく、258,850 円であった。概ね東日本あるいは北日本での水準がやや高めとなっ

ている。 
 一方、1988～2000 暦年平均の消費性向をみると、近畿と北海道が最も高く 75.3％であっ

た。これに関東の 74.8％、東京の 73.8％、東北の 72.2％が続いている。最も低いのは、消

費支出総額は最も多かった北陸で 65.8％であった。 
 

図表１３１ 名目消費支出（勤労者世帯） 図表１３２ 消費性向（勤労者世帯） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：全国平均は各都道府県数値の単純平均。 
資料：総務省「家計調査年報」 
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（２）大型小売店販売額 

 経済産業省「商業販売統計年報」には、都道府県別の大型小売店販売額が掲載されてい

る。ここでは暦年値を用いてみている。 
 1998～2000 暦年平均の大型小売店販売額は総額 23.0 兆円であった。地域別にみると、

関東がやはり最も多く 5.1 兆円で全国の 22.0％を占める。これに近畿の 4.7 兆円（20.4％）、 
東京の 3.9 兆円（17.0％）、東海の 2.2 兆円（9.7％）、九州の 1.9 兆円（8.2％）が続いてお

り、大都市圏が並んでいる。 
 1990 年以降の推移をみると、90 年代初めバブル崩壊時の東京での販売額の落ち込みが際

立っている。ここ 2～3 年はどの地域も概ね横這い推移であるが、四国、沖縄といった地域

は比較的堅調に推移している。 
図表１３３ 大型小売店販売額 地域別シェア（98～2000 暦年平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：経済産業省「商業販売統計」 

図表１３４ 地域別 大型小売店販売額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：経済産業省「商業販売統計」 
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（３）新車登録台数 

 自販連による「新車登録台数年報」には都道府県別・暦年の新車登録台数が掲載されて

いる。これによると、1998～2000 暦年平均の新車登録台数は総計で 415.9 万台であった。

地域別にみると、関東が最も多く 101.2 万台で全国の 24.3％を占めている。これに東海の

65.4 万台（15.7％）、近畿の 60.5 万台（14.5％）、九州の 36.3 万台（8.7％）、東京の 34.5
万台（8.3％）が続いている。大手自動車メーカーを擁する東海での台数の多さ、ならびに

東京での相対的な少なさが特徴的である。 
 1990 年以降の推移をみると、ここでも 90 年代初めバブル崩壊時の東京での台数の落ち

込みが際立っているが、その後は地域間で殆ど動きの差がみられない。ただし、近畿が他

地域に比較すると小幅な変動になっており、多少動きも異なっている。 
図表１３５ 新車登録台数 地域別シェア（98～2000 暦年平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：自販連「新車登録台数年報」 

図表１３６ 地域別 新車登録台数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：自販連「新車登録台数年報」 
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（４）新設住宅着工戸数 

国土交通省「建築着工統計」のうち、住宅着工統計によると、1998～2000 年度平均の新

設住宅着工戸数は総計で 121.4 万戸であった。地域別にみると、関東が最も多く 29.6 万戸

で全国の 29.6％を占める。これに近畿の 20.4 万戸（16.5％）、東京の 15.5 万戸（12.7％）、

東海の 14.6 万戸（12.0％）、九州の 11.5 万戸（9.5％）が続く。 
 1990 年以降の推移をみると、概ねどの地域も似た動きを示しているが 93 年度はかなり

地域的な差が現れている。また、ここ２～３年の動きをみると、東京の好調さが目立って

おり、他地域と異なり、2000 年度の伸び率が 1999 年度の伸び率を大きく上回っている。 
 

図表１３７ 新設住宅着工戸数 地域別シェア（98～2000 年度平均） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   資料：国土交通省「建築着工統計」 

図表１３８ 地域別 新設住宅着工戸数の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：国土交通省「建築着工統計」
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（５）設備投資計画調査 

 日本政策投資銀行（旧日本開発銀行）では毎年 2 月と 8 月に設備投資計画調査を行って

おり、都道府県別の数値も公表されている。この調査では設備投資が本社所在地ではなく、

実際に設備投資が行われた地域によって分類集計されている。対象は資本金 1 億円以上の

民間非金融法人企業である。ここでは入手可能な 1996～2000 年度の実績値と 2001 年度の

計画値を用いた。1998～2000 年度平均による地域別のシェアは、東京が 23.0％と最大を占

め、これに関東、近畿、東海、九州が続く。 
 1996 年度以降の推移をみると沖縄での大きな変動がまず目立つ。2001 年度（計画値）は

概ねどの地域もマイナス成長であるが、北海道、東京、東海、中国の４地域ではプラス成

長が見込まれている。 
図表１３９ 設備投資 地域別シェア（98～2000 年度平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行「設備投資計画調査」 

 
図表１４０ 地域別 設備投資の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：2001 年度は計画。 
資料：日本政策投資銀行「設備投資計画調査」 
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（６）公共工事着工統計 

 国土交通省（旧建設省分）による「公共工事着工統計」では都道府県別の公共工事総評

価額が掲載されていた。2000 年度分より当該統計は「建設工事受注動態統計」として他の

受注統計と統合再編された。従って、比較可能な都道府県別時系列データは 1999 年度分ま

でということとなる。 
 1998～1999 年度平均の公共工事総評価額は総額 16.0 兆円であった。地域別のシェアを

みると、関東 2.4 兆円（14.9％）が最大を占める。これに近畿 2.0 兆円（12.4％）、東北 1.8
兆円（11.4％）、東海 1.8 兆円（11.3％）、九州 1.7 兆円（10.9％）が続く。他の民需関連指

標に比較すると、東京が少なく東北が多い。 
図表１４１ 公共工事着工総評価額 地域別シェア（98～99 年度平均） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   資料：国土交通省「公共工事着工統計」 

図表１４２ 地域別 公共工事着工総評価額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：国土交通省「公共工事着工統計」
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Ⅱ－１－２．地域別実質需要項目と連関する指標の時系列推移 

 

（１）北海道 

①民間最終消費 
 消費関連指標を実質化（CPI 帰属家賃除く全国・総合による）し、実質民間最終消費と

比較したのが以下の図表である。北海道については、実質大型小売店販売額が最も実質民

間最終消費に近い動きを示しているが、80 年代後半のバブル期などは乖離がみられる。 
図表１４３ 北海道 実質民間最終消費と関連指標の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 家計調査による消費性向と実質民間最終消費の推移を示したのが以下の図表である。北

海道では 1990 年を境に消費性向のレベルダウンがみられる、これに伴って実質民間最終消

費の変動幅もやや小さくなっている。 
図表１４４ 北海道 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 以下の図表では実質民間企業設備投資と設備投資計画調査による設備投資額の推移を示

した。これによると比較可能な 97～98 年度実績については、共にマイナスであるものの動

きは類似していない。設備投資計画調査は資本金 1 億円以上が対象であることから、中小

企業の多さがこの原因として考えられる。 
図表１４５ 北海道 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 以下の図表では実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移を比較した。85 年度までは

動きに若干乖離がみられるものの、86 年度以降では、比較可能な 98 年度までについて、着

工戸数が大きく落ち込んだ 91 年度を除きほぼ伸び率も同じ様に推移している。 
 

図表１４６ 北海道 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 以下の図表では実質公的固定資本形成と公的固定資本形成デフレータ（全国、1990 暦年

基準）で実質化した公共工事着工額の推移を比較した。95 年度など、比較的似た動きを示

している年度もあるものの、両者の動きの乖離は比較的大きい。ただ、98 年度については、

伸び率もほぼ同水準となっている。 
 

図表１４７ 北海道 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国土交通省、内閣府 
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（２）東北 

①民間最終消費 
 東北の実質民間最終消費とその関連指標の推移をみると、近年では、北海道同様に実質

大型小売店販売額が最も実質民間最終消費に近い動きを示している。ただし、87 年度頃ま

では家計調査による実質消費支出が比較的近い動きを示していた。 
 

図表１４８ 東北 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 東北の消費性向をみると、レベルダウンはないものの 1980 年以降長期的に低落傾向にあ

ったが、2000 年は大きくその水準を戻した。実質民間最終消費の動きとは弱いながらも相

関が若干みられる。 
図表１４９ 東北 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府  
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③民間企業設備投資 
 東北では97～98年度の実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移は概ね一致して

いる。この動きをみると、東北では製造業の設備投資が概ね実質民間企業設備投資の動き

を規定しているとみられる。 
 

図表１５０ 東北 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 年度によっては 5～10％程度の伸び率の乖離がみられるものの、東北の実質民間住宅投資

と新設住宅着工戸数も、比較可能な 1998 年度までは概ね同じ動きを示している。2000 年

度の新設住宅着工戸数は前年度比▲4.4％であった。 
 

図表１５１ 東北 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の動きをみると 1997～1998 年度ではほぼ

動きが一致しているものの、それ以前の年度についてはあまり一致していない。実質公的

固定資本形成の動きは実質公共工事着工額の移動平均をとったような推移となっている。 
 

図表１５２ 東北 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（３）関東 

①民間最終消費 
 関東の実質民間最終消費と関連指標の推移をみると、ほかの地域同様、大型小売店販売

額と最も近い動きを示している。また、実質民間最終消費は家計調査による実質消費支出

を常に上回る伸び率で推移していることも指摘できる。 
 

図表１５３ 関東 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府  
②消費性向 
 関東の消費性向は 1995～1997 年にかけて落ち込みがみられたが、98 年以降はやや回復

している。実質民間最終消費との動きの類似性はあまりみられないことから、可処分所得

の変動が大きいと推察される。 
図表１５４ 関東 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 関東では設備投資計画調査と実質民間企業設備投資の動きはほぼ同じであるが、伸び率

には乖離がある。他地域同様、主に設備投資計画調査における製造業の動きが実質民間企

業設備投資の動きを規定しているとみられる。 
 

図表１５５ 関東 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 関東でも実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の動きは、年度によっては±5％ポイント

程度の乖離はあるものの、ほぼ類似している。2000 年度の新設住宅着工戸数は前年度比＋

2.4％と比較的堅調な成長となっている。 
 

図表１５６ 関東 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 関東では 83、86、92、96 年度など実質公共工事着工額が落ち込む局面において実質公的

固定資本形成との動きの乖離が大きくなっている。ただし、比較可能な最新時点である 98
年度においては、ほぼ同水準の伸び率を示している。 
 

図表１５７ 関東 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

実質公共工事着工額（年度） 実質公的固定資本形成（関東）

実質公共工事着工額（国・年度） 実質公共工事着工額（地方・年度）

前年度比



 142

（４）東京 

①民間最終消費 
 東京においては実質民間最終消費と類似の動きを示している消費関連指標は特にみられ

ない。強いて挙げれば、家計調査の実質消費支出がやや近い水準である。他地域では緩や

かな動きを示す大型小売店販売額の変動幅の大きさも特徴的である。 
 

図表１５８ 東京 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 東京の消費性向は 80 年以降傾向的に低落しており、実質民間最終消費の変動幅もこれに

伴って縮小しているとみられる。なお消費性向は、99 年には最低水準となる 73.0％を記録

したが、2000 年はやや回復した。 
図表１５９ 東京 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 東京では実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の動きには大きな乖離がみられる。

この理由としては、計画調査の対象となっていない金融法人の東京における集積度の高さ

が考えられる。 
 

図表１６０ 東京 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 実質民間住宅投資については、バブル期前後は若干伸び率の乖離幅が大きいものの、90
年代後半は、ほぼ新設住宅着工戸数と同じ推移を示している。なお、2000 年度の新設住宅

着工戸数は、＋14.0％であり、他地域と比べて際立って高い。 
 

図表１６１ 東京 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 東京でも他地域同様に、実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移は 80 年代後

半から 90 年代初頭にかけての期間を中心として、かなりの乖離がみられる。ただし、95
年度以降に限ってみると、概ね伸び率も近い水準で推移している。 
 

図表１６２ 東京 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（５）信越 

①民間最終消費 
 信越においては、96 年度以降は実質大型小売店販売額が実質民間最終消費と最も近い動

きを示しているが、それ以前では特に近い動きを示している指標はみられない。特に家計

調査の消費とは伸び率の符号も全く逆である年がみられる。 
 

図表１６３ 信越 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 信越の消費性向は 96 年度までは長期低落傾向にあったが、97～98 年には急回復してお

り、この点で他地域とは異なっている。実質民間最終消費との動きの連関性はあまりみら

れない。 
図表１６４ 信越 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 信越の実質民間企業設備投資はほぼ設備投資計画調査の動きと類似した動きを示してい

る。他地域同様に、設備投資計画調査のうちでも製造業によって説明されているとみられ

る。計画調査では 2000 年度の製造業設備投資が著増している点が注目される。 
 

図表１６５ 信越 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 実質民間住宅投資については、信越においても特に 92 年度以降において、新設住宅着工

戸数とほぼ同じ伸び率水準で推移している。他地域で若干みられる 97～98 年度の伸び率の

乖離もない。2000 年度の新設住宅着工戸数は前年度比▲0.9％とほぼ横這いに止まった。 
 

図表１６６ 信越 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 信越の実質公的固定資本形成は、他地域に比べると比較的実質公共工事着工額に類似し

た動きを示している。ただし、96 年度など、20％ポイント近い乖離がみられる年度も存在

する。 
 

図表１６７ 信越 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（６）北陸 

①民間最終消費 
 北陸の実質民間最終消費は概ね実質大型小売店販売額に類似した動きであるが、他地域

と異なり、むしろ 90 年代後半での伸び率水準の乖離が目立ってきている。また、家計調査

による実質消費支出は伸び率の符号が毎年相異なっており、動向を掴み難い。 
 

図表１６８ 北陸 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 北陸の消費性向は他地域同様に、80 年代後半から長期低落傾向にあったがバブル崩壊後

は概ね横這いで推移している。ただし、1998 年は 62.3％というあらゆる地域の中でも最低

の水準を記録している。実質民間最終消費との連関性はあまりみられない。 
図表１６９ 北陸 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 北陸の実質民間企業設備投資は計画調査とほぼ同じ推移を示している。また他地域同様

に、計画調査のうち製造業に近い動きを示している。従って、2000 年度は計画調査では非

製造業と製造業が拮抗しているものの、実質民間企業設備投資はプラスで推移した可能性

が高いとみられる。 
 

図表１７０ 北陸 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 北陸の実質民間住宅投資は、ほぼ新設住宅着工戸数と同じ伸び率水準で推移している。

2000 年度の新設住宅着工戸数は前年度比▲1.4％であった。 
 

図表１７１ 北陸 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 北陸の実質公的固定資本形成は、他地域に比較すれば概ね、実質公共工事着工額に近い

伸び率で推移している。ただし±10％ポイント以上の乖離が生じる年もかなりみられる。 
 

図表１７２ 北陸 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（７）東海 

①民間最終消費 
 東海の実質民間最終消費は概ね実質大型小売店販売額に近い水準で推移しているものの

90 年代はその動きの方向性などに乖離がみられる。自動車購入が多い地域であるものの、

新車登録台数の動きは実質民間最終消費にあまり反映されていないようである。 
 

図表１７３ 東海 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 東海の消費性向は 82 年以降長期低落傾向にあったが、94 年以降は 71％前後で安定して

いた。ただし 2000 年は 68.5％と再び大幅に下落している。実質民間最終消費の動きとの連

関性は明確でない。 
図表１７４ 東海 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 東海の実質民間企業設備投資は、設備投資計画調査の動きにほぼ類似した動きを示して

いる。他地域同様に、計画調査のうち製造業の動きが主に反映されているものとみられる。

2001 年度計画では製造業・非製造業共にプラス成長となっており、他地域とは異なってい

る。 
図表１７５ 東海 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 東海の実質民間住宅投資は他地域同様にほぼ同じ伸び率水準で推移してきている。2000
年度の新設住宅着工戸数は前年度比＋0.5％と、99 年度に引き続きプラス成長で推移してい

る。 
 

図表１７６ 東海 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 東海の実質公的固定資本形成は実質公共工事着工額の移動平均をとったような推移とな

っている。他地域に比べると、国の機関による公共工事着工額の年々の変動幅が極めて大

きくなっている。 
 

図表１７７ 東海 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府  
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（８）近畿 

①民間最終消費 
 近畿の実質民間最終消費は 94年度以降で実質大型小売店販売額に比較的近い動きを示し

ている。家計調査による実質消費支出の動きも他地域に比べれば実質民間最終消費に近い

動きである。 
 

図表１７８ 近畿 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 近畿の消費性向は 90 年以降大きく低下しており、98 年は 72.7％まで低下した。99 年以

降は水準が回復している。実質民間最終消費とは、他地域よりは類似の動きを示している。 
 

図表１７９ 近畿 実質民間最終消費と消費性向の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 近畿の実質民間企業設備投資は設備投資計画調査総額の動きとは異なっているが、計画

調査の製造業の動きの方向性とは一致しており、資本金１億円以下の中小企業製造業が多

くを占めることが推察される。 
 

図表１８０ 近畿 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 近畿の実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の動きは、ほぼ類似しているものの、他地

域に比べると年々の乖離幅が若干目立っている。2000 年度の新設住宅着工戸数は▲2.2％と

4 年度連続でマイナス成長となっている。 
 

図表１８１ 近畿 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 近畿の実質公的固定資本形成は、他地域に比べると実質公共工事着工額に近い動きを示

している。95 年度の国の機関による公共工事着工額は前年度比＋57.9％と極めて大きな伸

びを示していることが特徴的である。 
 

図表１８２ 近畿 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（９）中国 

①民間最終消費 
 中国の実質民間最終消費は、94 年度以降についてほぼ実質大型小売店販売額と同じ伸び

率水準で推移してきている。消費関連指標の中では、新車登録台数の循環変動が他地域に

比べると若干幅が小さいことが特徴的である。 
 

図表１８３ 中国 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 中国の消費性向は 83 年から長期低落傾向にあり、95 年は 67.4％と 80 年以降の最低水準

を記録している。その後は98年に再び落ち込んだものの2000年にかけては回復している。

実質民間最終消費との連関性は明確でない。 
図表１８４ 中国 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 中国の実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移は、他地域に比べても連動性が

高い。ここも製造業の設備投資総額に占めるウェイトが高いことが推察される。計画調査

によると、非製造業は 96 年度以降一貫してマイナスであるが、2000～2001 年度は製造業

が大きくプラス成長となっている。 
図表１８５ 中国 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 中国の実質民間住宅投資は 86 年度以降で新設住宅着工戸数と比較可能であるが、概ね同

じ伸び率水準で推移してきている。2000 年度の新設住宅着工戸数は前年度比＋0.5％と、4
年ぶりに僅かながらプラスに転じている。 
 

図表１８６ 中国 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 中国の実質公的固定資本形成は実質公共工事着工額に概ね方向性は一致しているものの、

年々の伸び率乖離幅は大きい。公共工事着工額のうち国の機関は 94～96 年度にかけての変

動が極めて大きくなっている点が特徴的である。 
 

図表１８７ 中国 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（１０）四国 

①民間最終消費 
 四国の実質民間最終消費は、91 年度頃までは実質大型小売店販売額との連関性が高かっ

たものの、それ以降では大型小売店販売額の変動幅が大きくなり、あまり連関性はみられ

ない。むしろ、家計調査の実質消費支出の動きに類似してきている。 
 

図表１８８ 四国 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 四国の消費性向は 83 年をピークに低落してきており、96 年に 67.5%と最低水準を記録

した後、99 年以降は回復してきている。実質民間最終消費との連関性はあまりみられない。 
 

図表１８９ 四国 実質民間最終消費と消費性向の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府  
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③民間企業設備投資 
 四国の実質民間企業設備投資は設備投資計画調査とよく類似した動きを示している。比

較可能な 97～98 年度の伸び率は計画調査の方がより高くなっているが、これは非製造業分

によるずれと推察される。2001 年度計画では非製造業の減少幅が極めて大きい。 
 

図表１９０ 四国 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 四国の実質民間住宅投資は他地域以上に、新設住宅着工戸数とよく連動している。2000
年度の新設住宅着工戸数は前年度比▲4.5％であり、99 年度の＋7.9％から大きく減少して

いる。 
 

図表１９１ 四国 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 四国の実質公的固定資本形成は 94年度頃までは実質公共工事着工額と似た動きを示す局

面もあったが、それ以降では伸び率水準の乖離幅や動きの方向性の違いは共に大きくなっ

ている。 
 

図表１９２ 四国 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（１１）九州 

①民間最終消費 
 九州の実質民間最終消費は消費関連指標のいずれとも連関性がみられないが、97～98 年

度にかけては家計調査の実質消費支出と実質大型小売店販売額と伸び率水準は近くなって

いる。 
 

図表１９３ 九州 実質民間最終消費と関連指標の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 九州の消費性向は他地域よりもやや遅れて 85 年以降下落した後、93 年以降は 70％台前

半でほぼ安定した水準で推移している。2000 年は低下に転じており、71.3％となっている。

実質民間最終消費との連関性はあまりみられない。 
図表１９４ 九州 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 九州の実質民間企業設備投資は、設備投資計画調査の動きと伸び率水準もよく一致して

いる。計画調査では 2000 年度製造業が大きく伸びているものの、2001 年度は非製造業と

共に減少計画となっている。 
 

図表１９５ 九州 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 九州の実質民間住宅投資は、80 年代は新設住宅着工戸数の動きとの間に乖離がみられた

が、90 年代入り後は概ね同じ伸び率水準で推移している。2000 年度の新設住宅着工戸数は

前年度比▲2.4％と、4 年度連続でマイナス成長となっている。 
 

図表１９６ 九州 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 九州の実質公的固定資本形成は、実質公共工事着工額との動きとは異なっている。特に

98 年度はウェイトの大きい地方の機関による公共工事が低調であったにも拘わらず、実質

公的固定資本形成の伸びは比較的高くなっている。 
 

図表１９７ 九州 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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（１２）沖縄 

①民間最終消費 
 沖縄の実質民間最終消費は 91～95 年度の間は、家計調査の実質消費支出に近い伸び率水

準で推移していたが、その後は連関性が弱まっている。消費関連指標では、新車登録台数

の変動幅が特に 90 年代入り後以降比較的小さい一方で、大型小売店販売額の変動幅が大き

い点が特徴的である。 
図表１９８ 沖縄 実質民間最終消費と関連指標の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、経済産業省、自販連、内閣府 
②消費性向 
 沖縄の消費性向は、概ね長期低下傾向にあり、99 年に 68.5％と最低水準を記録している

が、年々の変動は他地域に比べると大きい。実質民間最終消費との連関性はあまり明確で

ない。 
図表１９９ 沖縄 実質民間最終消費と消費性向の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：総務省、内閣府 
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③民間企業設備投資 
 沖縄の実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移に類似性はみられない。ただし、

計画調査のうち製造業の動きを多少反映しているとも読み取れる。計画調査では 2000 年の

沖縄サミット前にあたる 98～99 年度の非製造業における大幅な伸びが目立つ。 
 

図表２００ 沖縄 実質民間企業設備投資と設備投資計画調査の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：日本政策投資銀行、内閣府 
④民間住宅投資 
 沖縄の実質民間住宅投資は 93 年度までは、伸び率の乖離幅が比較的大であったが、94
年度以降ではほぼ同水準の伸び率で推移してきている。2000 年度の新設住宅着工戸数は前

年度比＋2.2％と 2 年度連続でプラス成長となっている。 
 

図表２０１ 沖縄 実質民間住宅投資と新設住宅着工戸数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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⑤公的固定資本形成 
 沖縄の実質公的固定資本形成は、特に 92 年度以降について、実質公共工事着工額との間

に連関性がみられる。この理由として、公共工事着工のうち国の機関による部分のウェイ

トが他地域に比較すると、大きいことが考えられる。 
 

図表２０２ 沖縄 実質公的固定資本形成と実質公共工事着工額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  資料：国土交通省、内閣府 
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【参考１】日銀短観に見る地域別経済動向 
 

図表２０３ 全産業業況判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 全ての地域で 2001 年初より低下傾向にある。北海道では直近 1 年ほど、悪いながらも横

ばい傾向にあったものの、予測値は低下している。東北、北陸、中国の低下傾向が著しい。 

 

図表２０４ 全産業 製商品・サービス需給判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 需給判断も全ての地域で悪化している。中部、近畿では昨年暮れにかけて上昇したもの

の、2001 年 3 月以降、全ての地域で再び大きな下落傾向となっている。 

-60 

-50 

-40 

-30 

-20 

-10 

0

2000.09 2000.12 2001.03 2001.06 2001.09 2001.12

北 海 道

東 北

関 東

中 部

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州 ・沖 縄

予 測

-60 

-55  

-50  

-45  

-40  

-35  

-30  

2000.09 2000 .12 2001 .03 2001 .06 2001 .09 2001.12

北 海 道

東 北

関 東

中 部

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州 ・沖 縄

予 測



 170

図表２０５ 製造業業況判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

  

 製造業に関しては、昨年暮れにかけてやや改善しつつあるものの、2001 年より全ての地

域で大幅な下落傾向となっている。北陸、東北における業況は特に悪い。 

 

図表２０６ 製造業 製商品・サービス需給判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 製造業の需給判断に関しては、低水準でありながら北海道に下げ止まり傾向がみられる。

2001 年より東北、北陸、中国の落ち込み度合いが激しい。 
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図表２０７ 非製造業業況判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 非製造業についても業況判断は全地域で下落傾向である。低位ながらも改善傾向にあっ

た北海道も再度下落が予測されている。東北、北陸、四国、中国が特に厳しい。 

 

図表２０８ 非製造業 製商品・サービス需給判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 非製造業の需給判断も全地域において悪化傾向にある。東北、北陸が特に厳しい地域と

なっている。 
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図表２０９ 全産業 雇用人員判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 昨年 12 月にかけてやや落ち着いた雇用過剰感も 2001 年 3 月より再び強まっている。特

に北陸、東北の雇用過剰感が強い。北海道は相対的に過剰感が小さいものの今後は過剰方

向に動くことが見込まれている。 

 

図表２１０ 全産業 雇用者数前年同月増減率 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 雇用者数の動きをみると北海道と中国において堅調となっている。しかしその他の地域

では基本的に前年比マイナスを続けており、特に四国の落ち込みが大きい。近畿は昨年前

半までのプラスから一転してマイナスとなった。 
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図表２１１ 製造業 雇用人員判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 製造業においても、北陸、東北、中国といった所の雇用過剰感が非常に強い。北海道、

四国の過剰感は多少落ち着いているものの、総じて過剰感は強まる傾向にある。 

 

図表２１２ 製造業 雇用者数前年同月増減率 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 直近においては、全ての地域で雇用の伸びはマイナスとなっている。2000 年後半におい

ては東北においてのみ一時プラスとなったものの、その後マイナスへと転じた。 
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図表２１３ 非製造業 雇用人員判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 非製造業に関しても、製造業ほどではないものの雇用過剰感は全地域において強まる傾

向にある。相対的に東北、近畿の過剰感が強く、北海道の過剰感は弱めである。 

 

図表２１４ 非製造業 雇用者数前年同月増減率 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 全体的に減少傾向も底打ち感があり、2001 年以降においては、中国、北海道が前年比プ

ラスの雇用を達成している。1999 年後半より好調であった近畿は 2000 年後半以降低迷し、

直近では四国の落ち込みが大きい。 
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図表２１５ 全産業資金繰り判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 地域差はあったものの、ある程度横這いであった資金繰り状況が再び悪化したのは今年

後半以降であり、当面は更なる悪化が見込まれている。本年 9 月には比較的好調の近畿も

悪化し、非常に状況の悪い東北もさらに悪化する見込みである。 

 

図表２１６ 全産業金融機関貸出態度 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

貸出判断についても今年の後半より厳しくなりつつある。直近の実績では東北と九州・

沖縄がマイナスとなった以外はプラスを示したが、次期予測値は中部を除いて全ての地域

でマイナスとなっている。 
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図表２１７ 製造業資金繰り判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 製造業の資金繰りは総じて苦しくなりつつある。今まで比較的楽であった近畿でも悪化

が予想され、既にかなり苦しい状況にある東北、北陸ではさらなる悪化が見込まれている。 

 

図表２１８ 製造業金融機関貸出態度 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 直近の実績においては東北と九州・沖縄以外は金融機関の貸出態度は厳しくなかったも

のの、今後は全地域で厳しくなることが予想され、特に東北においては厳しい状況である。 
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図表２１９ 非製造業資金繰り判断 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 非製造業の資金繰りは総じて製造業よりも悪く、特に今後厳しくなることが全地域で予

想されている。中でも東北の資金繰りはかなり厳しいものとなっている。 

 

図表２２０ 非製造業金融機関貸出態度 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

 直近の実績においては中部、北陸、四国、北海道、中国では金融機関の貸出態度は厳し

いとは言えない。しかし、今後については全ての地域で悪化が予想されている。特に東北

の悪化が著しい 
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図表２２１ 設備投資額前年同期比増減率（全産業） 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

図表２２２ 設備投資額前年同期比増減率（製造業） 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

図表２２３ 設備投資額前年同期比増減率（非製造業） 

資料：日本銀行｢短観｣地域別動向 

 

-35.0

-30.0

-25.0

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

1999.1 1999.2 2000.1 2000.2 2001.1 2001.2

北海道

東北

関東

中部

北陸

近畿

中国

四国

九州・沖縄

計画

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

1999.1 1999.2 2000.1 2000.2 2001.1 2001.2

北海道

東北

関東

中部

北陸

近畿

中国

四国

九州・沖縄

計画

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

1999.1 1999.2 2000.1 2000.2 2001.1 2001.2

北海道

東北

関東

中部

北陸

近畿

中国

四国

九州・沖縄

計画



 179

短観による設備投資動向の特徴を見ると、以下のような特徴がある。 

・ 全産業ベースでは、2000 年度は中部、北陸、近畿が堅調であった。上期に好調であった

北海道は後半に大きく落ち込み、関東、四国、九州・沖縄は年度を通じて低調であった。 

・ 製造業ベースで 2000 年度の動きをみると、北海道、東北、北陸、中国が年度を通じて

二桁の伸びを示し、非常に好調であった。九州・沖縄と四国は後半に落ち込み、近畿は

後半に持ち直した。 

・ 非製造業ベースで 2000 年度の動きをみると、中部、近畿が比較的好調であった。北海

道は後半に大きく落ち込み、四国、九州・沖縄は年度を通じてマイナスとなった。 

・ 全産業ベースで 2001 年度の計画を見ると、基本的には 2000 年度より大きく伸び率を落

としている。特に下期の落ち込みが激しい。年度前半は比較的堅調なことが見込まれる

中部や近畿も後半にかけて大きく落ち込み、前半に回復の兆しがあった関東も後半で失

速する。唯一四国において、2001 年後半に若干のプラス成長となることが見込まれてい

る。 

・ 製造業ベースで 2001 年度の計画を見ると、2000 年度と比べて伸び率は下落する見込み

である。前半は堅調とみられる、中部、近畿、関東も後半には大きく伸び率を落とすこ

とが見込まれる。北陸、四国、北海道は後半にかけてプラスの伸びとなる計画であるが、

小幅である。東北、九州・沖縄、中国は年度を通じて大幅な落ち込みが見込まれる。 

・ 非製造業ベースで 2001 年度の計画を見ると、全地域において弱い動きとなる。特に後

半においては四国と中国で若干のプラスとなることが見込まれる以外は総じてマイナ

スとなることが見込まれている。特に北海道と東北においては、計画上は年度を通じて

二桁のマイナス成長となる見通しである。 
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【参考２】日本政策投資銀行の地域別設備投資計画調査 
 

 日本政策投資銀行の「2000・2001・2002 年度地域別設備投資計画調査」の結果によると、

2001 年度の設備投資計画は、北海道、北関東甲信、首都圏、東海、中国で増加となる一方、

東北、北陸、関西、四国、九州で減少となるため、全国計では 0.1％と僅かながら増加とな

る見込みである。また、情報関連機器の需要低迷を背景として、電気機械の投資抑制が鮮

明となっていることから、電気機械のウェイトが高い一部の地域では、さらなる下方修正

により大幅減となることも予想される。 

 

図表２２４ 2001 年度地域別・業種別増減率 

 全産業 製造業 非製造業

北海道 6.5 -5.6 11.3

東北 -4.8 -18.4 4.3

北関東甲信 4.1 6.6 1.3

首都圏 1.6 22.7 -3.7

東海 4.6 4.8 4.3

北陸 -7.5 -12.5 -4.4

関西 -4.4 -0.2 -6.4

中国 4.3 16.0 -7.9

四国 -16.7 -6.4 -25.1

九州 -5.7 -8.7 -3.5

全国 0.1 4.3 -1.8
注１：設備投資額は工事ベースの金額。原則として建設仮勘定を含む有形固定資産計上額（売却、滅失、

減価償却を控除せず）で調査している。よって、建物、構築物、機械装置ならびに土地の購入、改良造成

に対する投資であり、無形固定資産、海外における設備投資及び子会社、関係会社に対する投資は含まな

い。但し、情報化投資は無形固定資産等も含む。調査対象は資本金 1 億円以上の民間法人企業。 
注 2：地域区分は以下のとおり。東北：青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島・新潟、北関東甲信：茨城・

栃木・群馬・山梨・長野、首都圏：埼玉・千葉・東京・神奈川、東海：岐阜・静岡・愛知・三重、北陸：

富山・石川・福井、関西：滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山。 
資料：日本政策投資銀行「2000・2001・2002 年度地域別設備投資計画調査」 
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図表２２５ 2001 年度地域別設備投資の動向（その１） 

  全産業 製造業 非製造業 

北海道 ・製造業は減少も、

非製造業の大幅

な 増 加 に よ り

6.5％成長 

・-5.6％減 

・増加：輸送用機械（自動

車部品）、鉄鋼（大規模改

修） 

・減少：電気機械（携帯電

話一段落）、食品、化学（反

動減） 

・11.3％増 

・増加：電力（電源開発工

事）、通信・情報（携帯の

能力増強投資）、運輸 

・減少：不動産（商業施設建

設完了）、卸・小売 

東北 ・非製造業が増加

するものの、製造

業の大幅減によ

り 4.8％の減少 

・-18.4％減 

・増加：紙・パルプ（能力

増強）、非鉄金属（工場新

設） 

・減少：電気機械（半導体）、

窯業・土石（能力増強一

段落）、輸送用機械 

・4.3％増 

・増加：電力（原子力関連投

資）、通信・情報（携帯電

話次世代対応）、サービス

（ホテル建設） 

・減少：卸売・小売、運輸

北関東甲信 ・製造業、非製造業

ともに増加し、

4.1％成長 

・6.6％増 

・増加：化学（生産能力増

強）、輸送用機械 

・減少：精密機械（半導体）、

電気機械、食品 

・1.3％増 

・増加：電力、その他非製造

（天然ガスパイプライン）

・減少：卸売・小売、サービ

ス 

首都圏 ・非製造業は減少

するも、製造業の

大 幅 増 に よ り

1.6％増 

・22.7％増 

・増加：電気機械（電子機

器）、輸送用機械（新型車

対応）、化学（液晶）、鉄

鋼（高炉改修）、食品 

・減少：金属製品 

・-3.7％減 

・増加：リース（情報関連機

器需要増）、通信・情報（携

帯関連） 

・減少：運輸、不動産、卸売・

小売、サービス 

東海 ・製造業、非製造業

ともに増加し、

4.6％成長 

・4.8％増 

・増加：輸送用機器（環境

関連投資）、化学（医薬品

等） 

・減少：電気機械（情報関

連一巡） 

・4.3％増 

・増加：運輸（新空港、鉄道

新線）、通信・情報（携帯

電話次世代対応） 

・減少：不動産、卸売・小売、

電力 

資料：日本政策投資銀行「2000・2001・2002 年度地域別設備投資計画調査」 
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図表２２６ 2001 年度地域別設備投資の動向（その２） 

  全産業 製造業 非製造業 

北陸 ・製造業の大幅減、

非製造業の減少

により、7.5％の減

少 

・-12.5％減 

・増加：その他製造、紙・

パルプ（古紙リサイクル

投資）、窯業・土石、一般

機械 

・減少：電気機械（工場新

設反動）、化学 

・-4.4％減 

・増加：リース（情報関連機

器）、通信・情報（次世代

携帯）、運輸 

・減少：不動産、卸売・小売

関西 ・製造業微減、非製

造業減少により

全産業で 4.4％の

減 

・-0.2％減 

・増加：化学、輸送用機械

（自動車）、その他製造

（印刷工場） 

・減少：電気機械（半導体）、

鉄鋼（更新投資一巡） 

・-6.4％減 

・増加：通信・情報（次世代

携帯）、リース（情報関連

機器） 

・減少：不動産、サービス、

卸売・小売 

中国 ・非製造業は減少

するも、製造業の

増加により 4.3％

増 

・16.0％増 

・増加：電気機械（半導体）、

輸送用機械（新型車対応）

鉄鋼（高炉改修） 

・減少：紙・パルプ（能力

増強終了）、鉄鋼 

・-7.9％減 

・増加：サービス（ホテル）、

通信・情報（次世代携帯）

・減少：不動産、卸売・小売、

電力、ガス 

四国 ・製造業、非製造業

ともに減少し、

16.7％の大幅減 

・-6.4％減 

・増加：紙・パルプ、非鉄、

石油 

・減少：電気機械（半導体

一段落）、鉄鋼 

・-25.1％減 

・増加：リース、不動産、サ

ービス（ホテル） 

・減少：電力（発電所建設終

了）、卸売・小売 

九州 ・製造業、非製造業

ともに減少し、

5.7％の減 

・-8.7％減 

・増加：化学、鉄鋼、非鉄

金属（半導体関連） 

・減少：電気機械、食品、

輸送用機械（新型車対応

一段落） 

・-3.5％減 

・増加：電力（電源開発）、

サービス 

・減少：卸売・小売、通信・

情報、運輸 

資料：日本政策投資銀行「2000・2001・2002 年度地域別設備投資計画調査」 
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図表２２７ 地域別情報化投資の動向 

  

2000 年度実績 

 

2001 年度計画 

 

増減率 

 

設備投資額に

対する割合 

  有形固定資産 その他 合計 有形固定資産 その他 合計 有形固定資産 その他 合計 2000 実績 2001 計画

全国計 3,940 7,887 11,827 5,498 8,714 14,213 39.5% 10.5% 20.2% 7.5% 9.0%

北海道 115 142 257 94 157 251 -18.3% 10.6% -2.3% 7.4% 7.6%

東北 258 232 491 269 220 489 4.3% -5.2% -0.4% 5.3% 5.4%

北関東甲信 97 137 233 78 207 285 -19.6% 51.1% 22.3% 8.3% 11.0%

首都圏 1,763 4,262 6,025 2,727 4,709 7,436 54.7% 10.5% 23.4% 8.0% 9.4%

東海 264 565 828 371 707 1,079 40.5% 25.1% 30.3% 5.0% 6.1%

北陸 55 86 141 67 85 153 21.8% -1.2% 8.5% 4.7% 5.7%

関西 880 1,459 2,339 1,359 1,598 2,958 54.4% 9.5% 26.5% 7.8% 10.5%

中国 72 369 440 67 377 443 -6.9% 2.2% 0.7% 7.6% 8.2%

四国 57 129 186 59 143 203 3.5% 10.9% 9.1% 7.0% 7.7%

九州 379 495 874 404 485 888 6.6% -2.0% 1.6% 11.9% 12.8%

三大都市圏 2,875 6,167 9,042 4,422 6,899 11,321 53.8% 11.9% 25.2% 7.6% 9.2%

地方圏 1,065 1,720 2,786 1,076 1,815 2,891 1.0% 5.5% 3.8% 7.4% 8.2%

製造業 1,116 2,826 3,942 1,387 3,322 4,708 24.3% 17.6% 19.4% 10.3% 11.3%

非製造業 2,824 5,061 7,885 4,112 5,393 9,504 45.6% 6.6% 20.5% 6.6% 8.2%
注 1：地域区分は本社所在地ベース。 
注 2：三大都市圏は、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、三重、京都、大阪、兵庫、地方圏はそれ以外 
注３：情報化投資とは、回答企業が情報化関連投資と考えている投資をいい、自社の業務効率化や生産性

向上を目的とするコンピュータやその周辺機器、通信機器及び事務用機器等にかかる有形固定資産のほか、

リース契約額、ソフトウェアや備品類等にかかる無形固定資産・投資額、経費処理額等も含めて計上して

いる。 
資料：日本政策投資銀行「2000・2001・2002 年度地域別設備投資計画調査」 
 

 2001 年度の情報化投資（有形固定資産＋その他）は、全国ベースで 20.2 ％増の大幅な

増加となる。地域別では東海、関西、首都圏、北関東甲信で 20％以上の大幅増となる。な

お、東海、関西、首都圏では有形固定資産が中心であり、北関東甲信では無形固定資産等

が中心となっている。また都市圏においては 25.2％と大きく伸びるものの、地方圏では 3.8％

増と小さく格差が生じている。 

 設備投資額に対するシェアでみると、2001年度には前年度の 7.5％から 9.0％へと増加し、

特に九州、北関東甲信、関西においては 1 割を越えている。一方、東北、北陸、東海にお

けるシェアはまだ低い。 
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Ⅱ－２．地域別事業所数の概況 
 
 以下では、平成 11 年（1999 年）7 月 1 日実施の総務庁統計局「平成 11 年事業所・企業

統計調査」の結果を、地域別にみていく。 
 
（１）民営事業所数 

①全産業 
 全産業ベースの民営事業所数は全国で 6,203,000 事業所であった。地域別にみると、関東

が 1,158,000 で最も多くを占め、これに近畿（1,048,000）、東海（775,000）、東京（713,000）、
九州（642,000）が続く。 

図表２２８ 全産業 民営事業所数（1999 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②IT 関連業種 
 IT 関連業種の民営事業所数は全国で 67,000 事業所であり、全産業のうち 1.1％を占めて

いる。地域別にみると、東京が 14,200と最も多くを占め、これに関東（13,400）、近畿（9,300）、
東海（7,000）、東北（5,500）が続いている。 

図表２２９ IT 関連業種 民営事業所数（1999 年） 
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（２）従業者数 

①全産業 
 全産業の従業者数は全国で 5380 万 7 千人であった。地域別にみると、関東が 1047 万 7
千人と最も多く、これに近畿（891 万 1 千人）、東京（760 万 2 千人）、東海（678 万人）九

州（515 万 6 千人）が続く。 
 

図表２３０ 全産業 従業者数（1999 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②IT 関連業種 
 IT 関連業種の従業者数は全国で 233 万人であり、全産業のうち 4.3％を占めている。地

域別にみると、関東が 52 万 9 千人と最も多く、これに東京（50 万 8 千人）、近畿（30 万 3
千人）、東北（23 万 6 千人）、東海（18 万 5 千人）が続いている。関東と東京での多さが目

立つ。 
 

図表２３１ IT 関連業種 従業者数（1999 年） 
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（３）１事業所当り従業者数 

①全産業 
 全産業の１事業所当り従業者数は全国で 8.7 人であった。地域別にみると、東京が 10.7
人と最も多く、これに関東（9.1 人）、東海（8.7 人）、北海道（8.7 人）、近畿（8.5 人）が

続く。 
 
 

図表２３２ 全産業 １事業所当り従業者数（1999 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②IT 関連業種 
 IT 関連業種の１事業所当り従業者数は全国で 34.8 人と、全産業の 4 倍である。地域別に

みると、全産業では全国水準を下回っていた東北が 42.7 人で最も多く、これに北陸（40.6
人）、関東（39.5 人）、東京（35.9 人）、九州（35.3 人）が続いている。沖縄と北海道はそ

れぞれ 16.7 人、22.8 人と全国水準を大きく下回っている。 
 

図表２３３ IT 関連業種 １事業所当り従業者数（1999 年） 
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（４）新設事業所・廃棄事業所割合 

①全産業 
 全産業の新設事業所割合は全国で 12.0％、廃棄事業所割合は 16.3％であった。地域別に

これをプロットすると沖縄が新設、廃棄事業所割合共に高い。東京と北海道も全国水準を

上回っている。一方、信越と北陸はいずれの割合も低く、産業構造変化のスピードがやや

緩やかであることを反映しているとみられる。 
図表２３４ 全産業 新設事業所・廃棄事業所割合（1999 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②IT 関連業種 
 IT 関連業種の新設事業所割合は全国で 26.4％、廃棄事業所割合は 24.8％であった。地域

別にプロットすると、東北と関東を除く全ての地域で新設事業所割合が廃棄事業所割合を

上回っている。新設事業所割合をみると沖縄が 41.3％と最も高くなっている。 
図表２３５ IT 関連業種 新設事業所・廃棄事業所割合（1999 年） 
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（５）事業所数増加率・従業者数増加率 

①全産業 
 全産業の事業所数増加率（1999 年対前回調査 1996 年）は全国で▲4.9％、従業者数増加

率は▲6.6％であった。従業者数増加率を地域別にみると、東京が▲9.7％と最も減少幅が大

きく、近畿（▲8.5％）、北海道（▲7.2％）でも全国平均を下回っている。沖縄は最も減少

幅が小さく、▲3.1％であった。 
 
 

図表２３６ 全産業 事業所増加率・従業者増加率（1999 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②IT 関連業種 
 IT 関連業種の事業所数増加率は全国で＋3.8％、従業者数増加率は▲1.2％であった。地

域別の事業所数増加率をみると、沖縄（＋24.2％）、四国（＋15.7％）、東海（＋14.1％）、

中国（＋13.9％）、北海道（＋13.1％）で高くなっている。従業者数増加率は沖縄（＋11.3％）、

四国（＋3.5％）、東海（＋3.4％）などで高くなっている。 
 

図表２３７ IT 関連業種 事業所増加率・従業者増加率（1999 年） 
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（６）IT 関連業種が全産業に占める比率（事業所数・従業者数） 

 IT 関連業種が全産業事業所数に占める比率をみると、全国では 1.1％、従業者数の同比率

は 4.3％であった。IT 関連業種の事業所数比率は、東京で最も高く 2.0％であり、ほかに信

越（1.4％）、関東（1.2％）、東北（1.1％）で全国平均を上回っている。従業者数比率は、

東京で最も高く 6.7％であり、信越（6.4％）、東北（6.1％）、関東（5.0％）で全国平均を上

回っている。 
 

図表２３８ IT 関連業種が全産業に占める比率（事業所数・従業者数）（1999 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：「IT 関連業種」として、ここでは以下の業種を用いた。 

112 電気通信・信号装置工事業 

304 通信機械器具・同関連機械器具製造業 

305 電子計算機・同附属装置製造業 

306 電子応用装置製造業 

307 電気計測器製造業 

308 電子部品・デバイス製造業 

34C 情報記録物製造業（新聞、書籍等の印刷物を除く） 

47 電気通信業 

82 情報サービス・調査業。 
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Ⅱ－３．地域別情報サービス業の動向 
 
 ここでは「平成 11 年特定サービス産業実態調査 情報サービス業編」で地域別の情報サ

ービス業の動向をみる。情報サービス業はソフトウェア業が売上高のうち３分の２を占め、

残りは情報処理サービス業や情報提供サービス業で構成されている。 
 
 1999 年全国の情報サービス業は 7,967 事業所、従業員数 534,751 人、売上高は 10 兆 1520
億円であった。売上高の対名目 GDP 比をとると、1.97％となる。 
 

図表２３９ 情報サービス業の地域別の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注１：年間売上高は平成 10 年 11 月 1 日から平成 11 年 10 月 31 日までの年間売上高。 
 注２：名目 GDP は各郵政局ごとの平成 10 年度実績。計は国民所得統計における実績。 
 資料：通産省「平成 11 年特定ｻｰﾋﾞｽ産業実態調査報告書 情報サービス業編」 
 
 地域別にみると 1999 年では、東京が事業所数、従業員数、年間売上高のすべてが最大で

あり、売上高対名目 GDP 比も 6.36％とほかの地域に比べて際立って高くなっている。これ

に関東、近畿が続いている。その他の地域は売上高の対名目 GDP 比がいずれも全国水準を

下回っている。 
 次頁に売上高の地域別構成比を掲げたが、東京が 53.0％と半分以上を占めている。IT 機

器の生産が多いとみられる東北や信越は情報サービス業の売上高は相対的には高くなく、

それぞれ全国に占める構成比は 2.3％、1.3％である。情報サービス業は概ね大都市圏に集

中して立地していることが窺われる。 
 
 
 

事業所数

従業員数

（人）

年間売上高

（10億円）

売上高

対名目GDP比

計 7,957 534,751 10,152 1.97%

北海道郵政局 249 12,135 174 0.88%

東北郵政局 376 16,408 231 0.69%

関東郵政局 1,113 78,364 1,553 2.66%

東京郵政局 2,681 244,917 5,384 6.36%

信越郵政局 284 10,766 132 0.75%

北陸郵政局 161 7,415 106 0.87%

東海郵政局 758 38,071 596 0.98%

近畿郵政局 1,098 72,057 1,202 1.46%

中国郵政局 418 16,989 249 0.88%

四国郵政局 199 8,474 107 0.79%

九州郵政局 570 27,002 396 0.92%

沖縄総合通信事務所 50 2,153 24 0.70%
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図表２４０ 情報サービス業売上高 地域別構成比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料：通産省「平成 11 年特定ｻｰﾋﾞｽ産業実態調査報告書 情報サービス業編」 
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図表２４１ 都道府県の 2000 年度（平成 12 年度）および 2001 年度（平成 13 年度） 
におけるＩＴ関連事業予算 

 2000 年度（平成 12 年度） 

主なＩＴ関連事業（カッコ内は予算

額、単位：100 万円） 

IT 予算

額 

単位：

100 万円

事

業

数

2001 年度（平成 13 年度） 

主なＩＴ関連事業（カッコ内は予

算額、単位：100 万円） 

IT 予算額 

単位：100

万円 

事

業

数

北海道 
情報通信ハブ構想推進事業（１１）、ふるさと北

海道２０００情報発信事業（６４）、起業化支援

データベース（２２）、北海道観光情報システム

整備事業（８５）、学習情報提供システム（５０）、

住民基本台帳ネットワークシステム推進費（９

４）、図書のデータベースの開発事業（３１）、

土地利用基本計画管理システム（３） 

10780 191
北海道ポータルサイト構築事業（２５）、総合

行政ネットワーク整備事業（８３）、情報シス

テム再構築調査事業（４０）、電子自治体実証

研究事業費補助金（１０）、入札契約総合管理

システム整備事業（１２５）、緊急防災情報ネ

ットワークシステム整備（９８）、ＩＴ講習推

進事業（３０２４）、住民基本台帳ネットワー

クシステム推進費（４７８）、ＩＴ活用型産業

振興対策事業（２）、地域ＩＴ推進事業（５）、

普及活動高度情報化推進事業（７６）、申請届

出等手続の電子化促進（１３）、歴史文化情報

システム整備（２３）、周産期救急情報システ

ム（１９） 

15189 194

山形県 
山形県情報化推進事業費（４３）、地域情報化促

進事業費（７５）、高度情報化研究開発推進事業

費（３１）、ＩＴ対応公共サービス事業費（６）、

山形県基幹高速通信ネットワーク整備事業費

（１４１８）、情報通信技術講習推進事業費（５

２）、電子自治体推進緊急事業費（３２） 

2999  

注 1) 

17 
基幹高速通信ネットワーク整備事業（７０

０）、電子県庁推進事業（２０４）、地域情報

化推進事業（１０９）、情報通信技術講習推進

事業（６３８）、地域医療連携・情報化推進事

業（５１）、高度情報化研究開発推進事業（２

３）、中小企業ＩＴ化総合支援事業（８９）、

情報基盤緊急整備事業（４９２）、県立高校情

報処理設備整備事業（４１７）、住民基本台帳

ネットワークシステム整備推進事業（１４４） 

7818  

注 2) 

48 

茨城県 
住民基本台帳ネットワークシステム構築・運営

事業（６２）、中小企業ＩＴ活用支援フェア開催

事業費（２）、情報通信技術（ＩＴ）講習推進特

例交付金事業費（１３３６）、ＩＴ学習環境整備

事業費（４１０）、電子自治体推進緊急整備事業

費（３９）、児童健全育成活動情報化緊急推進事

業費（５１）、情報教育等推進整備費（９８） 

1998 7 
電子県庁推進事業（９３）、公共工事ＩＴ推進

事業（１６）、つくば情報交流空間整備推進費

（５）、ＩＴフェア開催事業（３）、情報通信

技術（ＩＴ）講習推進特例交付金事業（１２

９５）、ＩＴエキスパート派遣事業費補助（１

２）、ＩＴ化対応職業能力開発事業（３０）、

いばらきビジネスサイト整備運営事業（１

１）、認定農業者高度情報活動促進事業（１

０）、地域産業ＩＴビジネスモデル構築事業費

補助（４） 

1479 10 

栃木県 
とちぎ新事業創出促進事業費（５５）、地域情報

化関連事業（１２９８）、新千年紀記念事業費（４

０）、インターネット整備（４８） 
  

ＩＴ・経済戦略会議の開催（５）、住民基本台

帳ネットワークシステム整備費（１５１）、総

合行政ネットワークシステム整備事業費（６

９）、行政ネットワーク整備事業費（１８９

１）、防災行政ネットワーク費（２８１）、文

書管理システム事業費（４４）、河川・砂防情

報システム整備費（２１５）、砂防関係地図情

報システム整備費（５０）、公共賃貸住宅募集

情報提供事業費（９）、新工事執行管理システ

ム開発費（１３６）、財務会計システム開発費

（１１２）、情報通信技術講習推進事業費（９

０９）、新千年紀記念行事開催事業費（６０）、

新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業費

（１３２）、消費生活情報提供事業費（２５）、

中小企業設備資金貸付金（５００）、企業情報

等検索システム開発事業費（６）、技術シーズ

等検索システム開発事業費（２５）、県産品イ

ンターネット検索システム開発事業費（１）、

情報教育の推進（３７１） 

  

群馬県 
学習活動支援整備事業（２９）、重度身体障害者

情報化支援（１２）、点字図書館運営（２）、視

覚障害者福祉推進委託（１）、盲学校情報ネット

ワーク整備（２７）、商工団体情報化対応支援

（５）、SOHO 実態調査（０．１）、花の景観デ

ザイン IT 化推進（３）、IT フェア開催（３）、

商業・サービス業 IT セミナー（０．４）、IT 推

進プロジェクト（５）、産業技術専門校 IT 関係

設備整備（２）、地域医療情報化推進事業費補助

（１８）、県ボランティアセンター情報機能強化

（４） 

  
IT 推進会議（１）、ぐんまｉｉ会議（２）、高

齢者のパソコン・インターネット利用促進

（１）、病弱養護学校ＩＴ推進（５）、障害者

情報化支援センター設置（８）、条例規則等検

索システム整備（２２）、住民基本台帳ネット

ワークシステム整備（１８７）、教育情報通信

ネットワーク拠点整備（１８２）、生涯学習デ

ータバンク運営（５８）、ＩＴ活用支援資金の

創設（３００）、ＳＯＨＯオフィスモデル整備

（８）、ＩＴ推進プロジェクト（１１）、総合

行政ネットワーク推進（６９）、電子文書交換

システム整備（１２） 

  

埼玉県 
住民基本台帳ネットワークシステム構築（１０

５）、災害履歴データベースの開発（１６）、彩

の国インターネット活用事業（４８）、広域災

害・救急医療情報システム（１３４）、求人・求

職情報ネットワークシステム（２８）、財務会計

オンラインシステム（５０７）、教職員人事給与

情報管理システム（２６）、環境科学国際センタ

ー環境情報システム（６６）、建築確認支援シス

  
彩の国電子自治体推進事業費（１７２）、電子

県庁ネットワーク事業費（３５８）、電子県庁

パソコン整備事業費（２４３）、文書情報電子

化推進事業費（４３）、住民基本台帳ネットワ

ーク構築事業（３５７）、次期財務会計システ

ム開発事業（１１）、庁内ＬＡＮ推進事業費（９

４）、情報通信技術講習講師養成研修（６）、

インターネット運営事業費（２０）、インター

7947 52 
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テム（３０）、庁内ＬＡＮ推進事業（１２０）、

自治体職員情報化研修事業（３８）、電子計算運

営事業（６８１）、新世代地域ケーブル施設整備

事業（１０９）、情報通信技術講習推進事業（３

０） 

ネット博覧会参加事業（４０）、地理情報シス

テム運営費（５）、防災行政無線高度化推進事

業（１５５４）、情報化推進計画推進事業（４）、

IT 講習推進事業費（２１８２） 

千葉県 
新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業（１９

２）、情報処理技術者短期活用事業（１６８）、

生涯学習情報システム整備事業（１２８）、校内

ＬＡＮ整備事業（１００）、住民基本台帳ネット

ワークシステム整備事業（９３）、情報化推進コ

ーディネーター短期活用事業（７３）、中央図書

館所蔵図書情報化事業（６４）、ＩＴ講習機器整

備事業（６０）、情報県ネットワーク整備事業（５

４）、高等学校教育用コンピュータ整備事業（４

４）、電子自治体推進緊急整備事業（３８）、イ

ンターネット情報発信事業（２５）、ソフトウェ

アライブラリセンター整備事業（２１）、情報処

理技術者派遣事業（２０） 

1153 23 
情報通信技術講習推進基金事業（２１５３）、

校内ＬＡＮ整備事業（１８４４）、情報ネット

ワーク整備事業（１１１７）、新世代地域ケー

ブルテレビ施設整備事業（４１８）、高等学校

教育用コンピュータ整備事業（３１４）、住民

基本台帳ネットワークシステム整備事業（２

１７）、情報処理技術者短期活用事業（１７

２）、ＩＴ講習会事業（県立学校・県立教育機

関実施分）（１３７）、生涯学習情報システム

整備事業（１０６）、情報化推進コーディネー

ター短期活用事業（７０）、総合行政ネットワ

ーク整備事業（６８）、中央図書館情報システ

ム整備事業（６４）、緊急ＩＴ化対応訓練事業

（６２）、ＩＴ関連経済振興ビジョン（仮称）

策定事業（１５）、情報基盤格差是正記入促進

事業（１０）、ＩＴ化対応推進事業（４） 

6918 28 

東京都 
 

  
パソコンネットワークシステムの整備（１２

９８）、電子認証システムの構築（３２５）、

ポータルサイト（総合都庁ホームページ）（９

０）、総合行政ネットワークの整備（１１８）、

住基ネットワークの整備（３８２）、文書総合

管理システム（１７０）、電子調達（１５８）、

電子申請の共通基盤整備（２４）、体育施設利

用申込み（１９）、スーパーバックボーン（基

幹ネットワーク）整備（３９１）、内部庶務事

務システムの構築（１３０）、ＩＴ講習会（３

９０３，うち区市町村補助３６５４） 

3911  

注 3) 

48 

神奈川

県 

県立病院トータルオーダリングシステムの開

発・運営（５１８）、公文書館の資料閲覧のため

の情報管理システム運営（１８）、コンピュータ

技術を悪用したハイテク犯罪への対応（サイバ

ーパトロール）（１）、インターネット博覧会へ

の参加（１０）、法規事務支援システムの運営（１

４）、環境監視システム運営費（１８４）、県政

情報案内システム運営費（５）、庁内ＬＡＮ・Ｗ

ＡＮの推進，共通利用パソコンの運用等（１１

４２）、神奈川県中小企業支援センター事業費補

助（３３）、中小企業情報化・電子商取引対応支

援事業（４）、情報通信技術講習推進特例交付金

を活用したＩＴ基礎技能講習会の開催（２４）、

住民基本台帳ネットワークシステムの整備（１

２０） 

3573 69 
県立病院トータルオーダリングシステムの開

発・運営（５２９）、公文書館の資料閲覧のた

めの情報管理システム運営（１７）、コンピュ

ータ技術を悪用したハイテク犯罪への対応

（サイバーパトロール）（１）、インターネッ

ト博覧会への参加（２０）、法規事務支援シス

テムの運営（１１）、環境監視システム運営費

（９８）、県政情報案内システム運営費（４）、

県議会本会議インターネット中継（３）、庁内

ＬＡＮ・ＷＡＮの推進，共通利用パソコンの

運用等（１２９３）、神奈川県中小企業支援セ

ンター事業費補助（３２）、中小企業情報化・

電子商取引対応支援事業（４）、かながわ産品

ｅコマース推進事業費補助（３）、商店街情報

化促進事業費（２）、京浜臨海部ＩＴ映像観光

産業誘導事業（６）、かながわＩＴ産業推進協

議会負担金（１）、情報通信技術講習推進特例

交付金を活用したＩＴ基礎技能講習会の開催

（２５９７）、緊急ＩＴ技能修得訓練事業（２

５５）、障害者情報バリアフリー化支援事業

（６）、私立学校のインターネットを活用した

教育活動に対し補助（８６）、電子自治体実現

のための総合行政ネットワークの整備運営

（６３）、住民基本台帳ネットワークシステム

の整備（２３９） 

6823 80 

新潟県 
情報通信技術講習推進基金（１４８６）、高等学

校校内ＬＡＮ整備（４３９）、児童館情報化緊急

推進事業（５８）、精神障害者のための情報格差

解消基盤整備（３０）、消費者への情報提供推進

事業（１０）、ＩＴ化に対応した職業能力開発支

援（９）、情報技術学習環境整備（７）、男女共

同参画推進のための情報能力向上事業（４）、行

政情報化推進（４４２）、地域情報化推進啓発事

業（１２） 

  
新潟ＩＴ基盤整備促進事業（８８５）、電子県

庁基盤整備事業（５３４）、ＩＴ化に対応した

職業能力開発事業（８５）、広域災害・救急医

療情報システム運営事業（７５）、情報教育教

員養成研修（３７）、ｅ－Ｐｏｒｔ構想（仮称）

推進事業（２２）、ＩＴベンチャー補助金（２

０）、ＩＴＳ整備計画策定事業（２０）、教育

用ネットワーク情報拠点整備（１６）、消費生

活情報ネットワーク整備事業（１３）、小規模

事業者等ＩＴ化推進事業（１１）、建設ＣＡＬ

Ｓ/ＥＣ推進事業（６）、夢と意欲をはぐくむ

学校生活推進（情報通信システムモデル研究）

（１３）、新潟都市圏２１世紀の交通体系創り

事業（ＩＴＳ導入検討）（１２） 

  

石川県 
ＩＴ産業支援機器の整備（工場試験場）（２０

０）、電子計算システムのダウンサイジング化

（１９６）、土砂災害情報ネットワークの構築

（１６２）、ＩＴ講習会の開催（８４）、パソコ

ン１人１台体制に向けた整備（８２）、「石川新

情報書府」の多面的活用の促進（７１）、県立学

校における校内ＬＡＮの整備（６８）、コンサー

トホール・邦楽会館（仮称）の施設予約（５８）、

モノづくりにおけるＩＴ機器の整備（５２）、子

どもたちのＩＴ体験機会の提供（４９）、情報教

3763  

注 4) 

64 
ＩＴ基礎技能講習の実施（５０６）、総合防災

情報システムの整備（３８８）、新県庁舎イン

テリジェント化の推進（３３８）、電子計算シ

ステムのダウンサイジングの推進（３２３）、

教育用コンピュータの充実（２３３）、土砂災

害情報ネットワークの構築（１９４）、河川総

合情報システムの充実（１４０）、いしかわマ

ルチメディアスーパーハイウェイ（ＩＭＳ）

の拡充（１１３）、冬季道路情報システムの充

実（１０５）、防災行政無線の拡充整備（８５）、

4099  

注 4) 

74 
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育アドバイザーの配置（４８）、ＩＴ活用による

消費関連情報の提供（４７）、住民基本台帳ネッ

トワークシステムの構築（４２）、いしかわマル

チメディア推進プロジェクト（４２） 

「石川新情報書府」の活用促進（８２）、パソ

コン１人１台体制に向けた整備（８１）、商店

街のＩＴ化（７２）、総合行政ネットワークの

整備（６８） 

福井県 
 

  
ＩＴ講習推進事業、福井県情報スーパーハイ

ウェイ（仮称）整備事業、電子県庁基盤整備

事業、中小企業経営ＩＴ化支援モデル事業、

ＩＴ農業推進事業、福井ドットコム事業、イ

メージアップ情報デジタルアーカイブ推進事

業、ＳＯＨＯビジネスマッチング支援事業、

保健・医療福祉情報提供システム構築事業 

4213 102

山梨県 
専門高校情報教育機器更新事業費（５２）、IT
学習推進事業費（５０）、新千年紀記念事業費（４

０）、やまなしまなびネットワークシステム運営

費（３８）、普通高校教育用コンピュータ整備事

業（３７）、電子自治体推進緊急整備事業（３５）、

情報通信技術講習推進事業費補助金（３０）、山

梨ファン創造構築費（２６）、情報通信技術講習

推進事業費（２０）、教育情報ネットワーク整備

事業費（２０）、開放型研究開発センター費（１

２）、図書館情報ネットワークシステム運営費

（１１）、ギガビットネットワーク実験事業費

（１１）、情報処理技術者活用事業費（８） 

411 23 
情報通信技術講習推進事業費補助（３３０）、

県立学校教育情報化推進事業（１４２）、情報

通信技術講習推進事業費（１２６）、行政情報

化推進事業費（６９）、やまなしまなびネット

ワークシステム事業（６７）、専門高校情報教

育機器更新事業（６６）、総合行政ネットワー

ク整備事業（５９）、土地利用情報デジタル化

事業（５５）、新千年紀記念事業（４０）、土

木設計積算システム再開発事業（３２）、図書

館情報ネットワークシステム運営費（２６）、

森林情報管理システム構築事業費（２４）、全

国マルチメディア祭開催事業費（２５）、犯罪

捜査情報システム整備費（２１） 

1173 25 

長野県 
IT 講習推進特例事業（１００）、障害者インタ

ーネット利用促進事業（１）、IT 化対応人材育

成事業（１４）、地域ケーブルテレビ施設高度化

（８２２）、農業経営構造対策事業（５３０）、

県ホームページ運営事業（８）、法令検索システ

ム（１２）、I ターン情報システム（８）、電子商

取引構築支援（１）、庁内 LAN・パソコン整備

事業（３４８）、県行政情報ネットワーク整備（１

１０）、県・市町村行政情報ネットワーク（４５）、

高等学校普通科コンピュータ整備（２３７）、保

健医療情報システム（２３） 

2723 21 
IT 講習推進特例事業（９５０）、IT 化対応人

材育成事業（９４）、農業経営構造対策事業（５

０２）、県ホームページ運営事業（５）、法令

検索システム（１８）、病診連携ネットワーク

推進（８）、防災啓発・情報提供事業（４）、

生涯学習システム高度化事業（２１）、県立図

書館機能高度化（８）、IT 戦略セミナー（１）、

特殊教育学校インターネット整備（６）、庁内

LAN・パソコン整備事業（１２７）、県行政情

報ネットワーク整備（７２）、予算編成システ

ム整備事業（５３） 

3112 31 

岐阜県 
ＩＴ講習推進事業費（８０）、ＩＴ講習推進事業

費補助金（８０）、岐阜情報スーパーハイウェイ

事業費（４００）、団体営田園地域マルチメディ

アモデル整備事業費（４７８）、エンタープライ

ス岐阜推進費（１５６）、防災情報モバイルネッ

トワーク維持管理費（６３）、ＩＴＳ関連整備事

業費（２１２）、河川情報基盤緊急整備事業費（１

２６）、土砂災害情報相互通報システム整備事業

費（２０３）、救急医療情報システム運営費（１

４４）、情報収集提供装置（光ビーコン）の整備

（２２９）、デジタルアーカイブ推進費（地域情

報文化育成事業）（４６）、建設ＣＡＬＳ/ＥＳ推

進費（４２）、校内ＬＡＮ整備事業費（６５６） 

5630 72 
ＩＴ講習推進事業費補助金（８１０）、携帯端

末ＩＴ講習事業費補助金（５９）、ＩＴコーデ

ィネーター派遣費補助金（１７８）、地域情報

通信システム開発費補助金（１８３）、新世代

地域ケーブルテレビ施設整備事業費補助金

（６７９）、岐阜情報スーパーハイウェイ事業

費（４００）、団体営農村情報基盤整備事業費

（４８０）、ビジネスサポートネットワーク整

備事業費（１５０）、ＩＴＳ関連整備事業費（３

６８）、河川情報基盤緊急整備事業費（３６

８）、救急医療情報システム運営費（１２３）、

県有施設利用予約システム構築事業費（１７

１）、岐阜県型学校間ネットワーク整備事業費

（３０２）、ＩＴ関連投資促進資金（８３３） 

13830 130

静岡県 
ＩＴ講習推進事業（６０）、ＩＴ授業に対応した

学習空間整備事業（９００）、高等学校情報教育

機器整備事業（２４５）、ＩＴ講習会推進事業費

助成（１００）、児童館発「こどもＩＴ」推進事

業（４８）、ＳＯＨＯ支援事業費（４５）、ＩＴ

学習環境整備事業（３１）、電子自治体推進緊急

整備事業（２５）、しずおか未来型産業創出支援

事業（２５）、県立図書館調査案内サービス向上

事業（２０）、インターネット活用促進事業（１

８）、緊急就職促進訓練事業（１３）、テレワー

ク・ＳＯＨＯ支援事業費助成（１２）、一万人県

民インターネットスクール実施事業（１１） 

  
ＩＴ講習推進事業（１４００）、しずおかデジ

タルオフィス整備事業（９１４）、高等学校情

報教育機器整備事業（２０９）、県庁情報化戦

略推進（システム開発）事業（１８０）、イン

ターネットアドバイザー設置事業（４２）、Ｓ

ＯＨＯ支援事業（４０）、緊急ＩＴ化対応職業

訓練事業（６８）、インターネット情報発信事

業（２５）、環境情報データベース整備事業（２

０）、人材確保定着事業（１９）、都市計画情

報活用事業（１１）、戦略的ＩＴ活用推進事業

費助成（１１）、県庁ポータル整備事業（１０）、

公共事業電子調達（建設ＣＡＬＳ/ＥＣ）推進

事業（１０）、住民基本台帳ネットワークシス

テム整備事業（２２１）、総合行政ネットワー

ク運用事業（７６） 

  

愛知県 
高度情報化推進関連（１９）、近未来社会対応型

情報通信産業振興事業関連（５）、高度道路交通

システム（ITS)推進関連（２）、電気通信格差是

正事業関連（３）、田園地域マルチメディアモデ

ル整備事業関連（２９）、新総合通信ネットワー

ク関連（４９０７）、県民情報システム関連（１

１３）、住民基本台帳ネットワーク関連（１０

６）、新千年紀記念事業関連（４０） 

  
あいち総合文書管理システム関連（２３）、住

民基本台帳ネットワーク関連（２６２）、統合

型地理情報システム関連（９）、高度道路交通

システム（ITS)関連（２）、産学提案型 IT 活

用先進システム構築関連（１１）、総合行政ネ

ットワーク関連（７１）、新千年紀記念行事関

連（６２）、IT 講習会関連（２４７４）、県民

情報システム関連（１１３）、情報処理費関連

（９４４）、新総合通信ネットワーク関連（５

９６６）、電気通信格差是正事業関連（４）、

地域情報通信ネットワーク整備事業関連（９

４）、電子地方政府推進調査関連（８） 

17157 82 

三重県 
新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業費補助

金（１３０６）、学校情報「くものす」ネットワ

ーク事業費（９５７）、文書管理改善事業費（９

２０）、新財務会計システム開発費（４９５）、

サイバーベース推進事業費（４６７）、情報教育

7224 60 
文書管理改善事業費（９８０）、新世代地域ケ

ーブルテレビ施設整備事業費補助金（６３

３）、学校情報「くものす」ネットワーク事業

費（３０９）、財務会計システム管理費（３７

５）、サイバーベース推進事業費（３０６）、

5817 62 
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機器設備充実事業費（２５３）、交通情報提供シ

ステム整備費（１８６）、環境学習情報センター

運営費（１４９）、中小企業情報センター事業費

補助金（４５）、ものづくりＩＴ融合化支援事業

費（２５） 

情報教育機器設備充実事業費（３２１）、住民

基本台帳ネットワークシステム整備事業費

（２０９）、交通情報提供システム整備費（１

６６）、環境学習情報センター運営費（１５

１）、周産期医療システム構築事業費（５９） 

京都府 
情報通信技術推進基金積立金（１０２２）、情報

通信技術推進事業費（１００）、ＩＴ学習環境整

備事業費（７７．３）、ＩＴインストラクター配

置事業費（１．２）、電子自治体推進事業費（３

１）、障害者情報バリアフリー設備整備事業費

（２０）、児童健全育成活動情報化推進事業費

（２０）、消費生活情報活用推進事業費（２２）、

行政事務支援システム整備費（１３０） 

1423.5

注 5) 

9 
住民基本台帳ネットワークシステム整備費

（１４２）、衛星通信系防災情報システム整備

（１３）、附属病院総合電算システム整備費

（１５３）、総合行政ネットワーク整備事業費

（９０）、ＩＴ化戦略推進費（５）、行政事務

支援システム整備費（１３０）、情報通信技術

推進事業費（９２２）、ＮＰＯ電子サポートセ

ンター運営助成費（４）、雇用情報提供システ

ム整備費（１）、障害者情報バリアフリー化支

援事業費（５）、消費生活情報活用推進事業費

（１１．７）、ＩＴインストラクター配置事業

費（６） 

1482.7 

注 5) 

12 

大阪府 
住民基本台帳ネットワークシステム推進事業

（１２４）、新世代地域ケーブルテレビ施設整備

補助事業（５２５）、救急医療情報システム整備

運営事業（４７６）、緊急職業能力開発事業（１

３９）、学校情報ネットワーク整備事業（３１

０）、コンピュータ活用教育推進費（４４７）、

府立工業高校先端技術機器整備費（１６５）、図

書館情報システム運営費（１８３） 

7346 44 
住民基本台帳ネットワークシステム推進事業

（２３７）、庁舎維持補修改修費（電子府庁化）

（１００）、情報基盤整備事業（３５２）、新

世代地域ケーブルテレビ施設整備補助事業

（６２２）、ＩＴ関連人材育成事業（３５７）、

電線共同溝事業（３６１）、地形図デジタル化

委託事業（２０９）、学校情報ネットワーク整

備事業（５９３）、コンピュータ活用教育推進

費（４７０）、府立工業高校先端技術機器整備

費（１７０）、府立高校教育情報化促進事業（１

１１）、学校教育情報化促進事業（３０７）、

図書館情報システム運営費（１７８）、情報通

信技術講習推進基金事業（２８０２） 

7725 49 

奈良県 
「県政の窓」設置（０．５）、インターネット情

報受発信事業（１０）、インターネット対応力強

化研修（４．６）、県防災行政無線再整備事業（１

９５９）、全庁ネットワーク共通システムの運用

（３４２．６）、住民基本台帳ネットワークシス

テム整備事業（４５．２）、ミレニアム記念“平

成万葉・千人一首”編さん（インパク参加）（１

６）、救急医療情報システムの運営（８１．９）、

医療情報システム電算化（６９９．２）、ボラン

ティアネット運用事業（２３．８）、中小企業情

報提供事業（２９．６）、コンピュータ学習指導

教員育成（２２．８）、県立高校マルチネットワ

ーク推進（９．１）、県立学校コンピュータ充実

（３１０．８） 

  
IT 戦略総合推進事業（１．５）、IT 講習推進

事業（５９３）、総合行政ネットワーク形成事

業（７８）、総合文書管理システム検討（０．

５）、住民基本台帳ネットワークシステム交付

金（５６．６）、住民基本台帳県内ネットワー

クシステム整備事業（７５）、インターネット

等による行政サービスの推進（２３．６）、全

庁ネットワーク共通システム構築及び運用

（２７５．８）、GIS デー利活用推進（０．８）、

職員情報化研修（８．４）、県政情報の提供（２．

３）、県議会会議録検索システムの構築（５．

７）、観光情報提供システム「大和路アーカイ

ブ」の実験補助（１２．３）、ボランティアネ

ット運用事業（１７．４） 

5987 66 

和歌山

県 

黒潮ネットワーク推進基盤整備（２２３）、イン

ターネットの総合的な推進（３）、住民基本台帳

ネットワーク（４２）、道路交通情報通信システ

ム（１２４）、公共車両優先システム導入（４２） 

434 5 
ＩＴ総合センター（仮称）整備（１１５０）、

情報通信技術講習推進（５６０）、わかやま電

子県庁推進（４）、ＩＴ戦略マップ作成（１）、

総合行政ネットワーク運用（７７）、わかやま

ＩＴアドバイザー会議（２）、自治体情報化ヘ

ルプデスク設置（１）、行政パソコン職員一人

一台導入（１４１）、紀州っ子２１・子育て支

援ＩＴ化（２）、元気わかやまシニア生きがい

ネットワーク推進（５）、高齢者あんしんネッ

ト整備（１７）、介護サービス利用者支援情報

システム（５）、障害者情報バリアフリー化支

援（１０）、ｅビジネス・トータルサポート（３

７）、ＩＴアカデミー環境整備（１１）、「ふる

さと和歌山わいわい市場」構築（５５）、バー

チャル和歌山構想事業化支援（５０）、スター

トアップ・オフィス整備（５９）、和歌山県観

光産業ネットワーク促進（２０）、離転職者情

報技術訓練（３２）、わかやま農林水産物ロケ

ーション・アンテナショップ推進（１１）、農

村振興地理情報システムデータ整備（５）、紀

州材マーケットネット整備促進（２）、情報技

術アトバイザー派遣（２６）、教育ネットワー

ク整備（３８）、情報通信技術講習会（８５）、

ＩＴを駆使したわかやま環境犯罪クリーン

（４８） 

2454 28 

鳥取県 
情報通信基盤マスタープラン策定事業費（２

８）、情報ハイウェイ整備推進事業（２７１）、

県民インターネットスクール推進事業（４）、電

子自治体推進緊急整備事業（３６）、庁内ＬＡＮ

整備事業費（４０４）、地域情報化整備促進事業

（１５５）、住民基本台帳熱ネットワークシステ

ム整備事業（３８）、公文書管理システム事業（２

９）、生涯学習情報提供システム事業（５５）、

図書館情報処理システム運営事業（４４）、その

他情報政策課の事業（４事業）（９５３） 

2017 14 
鳥取情報ハイウェイ（仮称）整備推進事業（１

４３３），教育の情報化推進事業（１６０）、

鳥取県ＩＴ推進体制整備事業（２）、ギガビッ

トネットワーク実験推進事業（３１）、総合行

政ネットワーク構築事業（６９）、試験研究機

関情報通信網整備（１１３）、普及活動情報化

推進事業（２２）、科学技術情報発信・研究交

流推進事業（３３）、住民基本台帳ネットワー

クシステム整備事業（１４５）、議会情報化推

進事業（９）、農業農村ＧＩＳ事業（３）、県

民インターネットスクール推進事業（３４

１）、中小企業ＩＴ対応人材育成支援事業（１

3787 26 
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７）、ＩＴ職業能力開発事業（１１）、ＩＴ講

習会開催事業費（７）、市町村ＩＴ企画力養成

事業（４）、ケーブルテレビデジタル化対応調

査支援事業（３）、公文書管理システム（２３）、

生涯学習情報提供システム事業（５７）、図書

館情報処理システム運営事業（３２）、その他

情報政策課の事業（６事業）（１２７２） 

徳島県 
情報通信技術講習推進費（５６２）、情報ふれあ

いネットとくしま創造事業（２２４）、電気通信

格差是正事業（８４）、新世代地域ケーブルテレ

ビ施設整備事業（７５）、医療情報システム導入

（１０６）、住民基本台帳ネットワークシステム

整備（３８）、新千年紀記念行事開催事業（２０）、

どぼく情報提供システム整備（１０）、予算編成

システム基本構想策定（１０）、教育現場のＩＴ

整備（１８４）、電子自治体推進緊急整備費（３

２） 

  
医療情報システム導入（５１９）、情報ふれあ

いネット徳島創造事業（２５２）、住民基本台

帳ネットワークシステム整備（１５２）、予算

編成支援システム整備（７０）、電気通信格差

是正事業（１３２）、砂防ＧＩＳシステム構築

（９０）、総合行政ネットワーク整備事業（６

４）、離職者ＩＴ化対応訓練事業（３０）、Ｉ

Ｔ人材づくり展開事業（３０）、新千年紀記念

行事開催事業（２９）、教育用コンピュータ整

備事業等（１６８）、産業ＩＴ化推進金融支援

事業（１００）、ＩＴ基礎技能講習（５０８）、

どぼく情報提供システム整備（２５）、以上「徳

島県ＩＴプラン」（２００１～０３年度）の事

業費（予算額）ベース 

  

高知県 
文書情報データベース開発事業（３２５）、総合

防災情報システム整備事業（７３０）、新千年紀

記念事業（４１）、住民基本台帳ネットワーク整

備事業（３９）、情報ハイウェイ整備事業（４１

０）、保健医療福祉情報システム整備事業（２

４）、高知県観光情報一元化事業（２０）、中小

企業情報化推進事業（２２）、こうち農業情報総

合化推進事業（２０）、漁海港情報等提供システ

ム管理運営費（９５）、土木行政総合情報システ

ム整備事業（３５）、ドリームネット推進事業（３

２８）、高知県立図書館情報システム整備費（６

８）、議会情報システム導入経費（５４） 

5601  

注 6) 

161
文書情報データベース開発事業（２１３）、総

合防災情報システム整備事業（２３６）、次期

税務電算システム開発事業（４０３）、情報化

文化・人づくり事業（５３５）、電子自治体関

係アプリケーション整備事業（８４）、データ

共有型 GIS 基本計画作成事業（１５）、情報

ハイウェイ整備事業（４６２）、企業情報化戦

略リーダ育成支援事業（７４）、南国オフィス

パークセンター情報基盤整備事業（４５）、教

育メディア総合推進支援事業（３５）、住民基

本台帳ネットワーク整備事業（１４５）、県立

総合新病院整備推進事業（１０）、園芸こうち

情報化推進事業（１０）、道路情報化推進事業

（４３） 

6388 181

福岡県 
中小企業インターネット活用促進事業費（１９

１）、病院内情報システム整備促進事業費（２９

０）、医療機関等連携推進事業費（１７３）、女

性行政推進費（１５０）、インターネット商取引

促進事業費（１４３）、情報通信技術講習推進事

業費（１１７）、住民基本台帳法施行費（８５）、

高年齢者情報能力開発事業費（７９）、職業訓練

振興対策費（６３）、図書資料等データベース化

事業費（５８）、情報教育総合推進事業費（５１）、

総合行政情報システム構築推進費（４５）、消費

生活情報ネットワーク整備事業費（４５）、電子

市町村緊急推進事業費（４２）、情報教育推進事

業費（３５）、統計情報電子化事業費（３３）、

精神障害者情報バリアフリー設備整備事業費

（３３）、電子県庁推進調査費（２４）、文化財

データベース化事業費（２４）、情報通信技術学

習推進事業費（２２）、情報通信基盤整備事業費

（２２）、身体障害者情報バリアフリー設備整備

事業費（２１）、条例等電子化事業費（２０）、

高度情報技術者等養成事業費（１２） 

2022 26 
情報通信基盤整備事業費（１９９６）、情報通

信技術講習推進事業費（１３８４）、総合行政

情報システム構築推進費（７４６）、中小企業

振興資金融資費（７２０）、私立学校情報通信

技術講習推進事業費（３０６）、住民基本台帳

法施行費（２４８）、警察総合コミュニケーシ

ョンシステム整備費（２１１）、高度情報技術

者等養成事業費（１１０）、職業訓練振興対策

費（９１）、情報通信技術学習推進事業費（８

３）、情報教育総合推進事業費（７８）、電脳

商社構想推進事業費（６０）、消費生活情報ネ

ットワーク整備事業費（４５）、統計情報電子

化事業費（４０）、情報教育推進事業費（３６）、

消費生活情報ネットワーク整備事業費（３

５）、障害者情報能力開発事業費（２１）、福

岡ネット市場開設支援事業費（１０）、障害者

情報通信技術講習事業費（１０） 

6311 30 

長崎県 
防災行政無線高度化事業（４３１１）、ＩＴ講習

推進特例交付金事業（８９６）、県立長崎シーボ

ルト大学情報ネットワークシステム（３３１）、

ＯＡ化推進事業（２９５）、公共車両優先システ

ム導入事業（２１６）、旅行時間計測提供システ

ム導入事業（１６６）、公共事業技術情報システ

ム開発（１５０）、図書館情報システム整備（７

０）、県中小企業情報センターへの補助（５４）、

大気汚染監視テレメータシステム（５２）、マル

チメディア・モデル生活支援システム（５０）、

高度情報化推進事業（４９）、インターネット利

用環境整備事業（３７）、電子自治体推進緊急整

備事業（３７） 

7012 46 
高度情報教育環境整備事業（８８５）、ＩＴ講

習事業（８３６）、情報基盤緊急整備事業（砂

防課）（５５５）、県立長崎シーボルト大学ネ

ットワークシステム（３１２）、住民基本台帳

ネットワークシステム構築事業（１８３）、情

報基盤緊急整備事業（河川課）（１６０）、緊

急情報ネットワークシステムの高度化事業

（１４５）、行政情報化推進事業（８９）、Ａ

ＭＩＳ（交通情報提供システム）の増設整備

（７８）、図書館情報システム整備（７０）、

本土・離島間の高速通信網整備（６１）、新千

年紀記念行事開催（４１）、ＩＴ関連職業能力

開発事業（３１）、物品管理事務電算化事業（２

５） 

4045 57 

熊本県 
電子計算管理運営費（３６５）、高度情報化推進

事業（１４）、県庁舎等高度情報化推進事業（２

８３）、電気通信格差是正事業（１２２）、地域

情報化推進事業（１１３）、情報通信技術講習推

進事業（９７）、電子自治体推進緊急整備事業（４

１）、情報通信技術講習推進基金積立金（１０１

５） 

2086 10 
電子計算管理運営費（４０３）、高度情報化推

進事業（１０）、県庁舎等高度情報化推進事業

（３８２）、電子県庁構築事業（１０１）、電

気通信格差是正事業（８２）、熊本県総合行政

ネットワーク整備事業（９４８）、ＩＴプロジ

ェクト推進事業（２６）、情報通信技術講習推

進事業（９２６） 

2918 12 

大分県 
豊の国ＩＴ塾推進（７５８）、大野・竹田情報ネ

ットワーク基盤整備（３８０）、県南情報ネット

ワーク基盤整備（１０７６）、インターネット博

覧会参加（３７）、豊の国ハイパーネットワーク

構想策定（１７）、地域情報発信拠点活用推進（１

  
豊の国ＩＴ塾推進（６５１）、豊の国ハイパー

ネットワーク構築（５１）、総合行政ネットワ

ーク構築（８１）、行政総合情報システム整備

（２１２）、地域情報発信拠点活用推進（８

９）、インターネット博覧会参加（４１）、例
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０３）、電子自治体推進緊急整備（３４）、行政

総合情報システム推進（１９６）、災害情報収集

システム整備（６０）、農業気象情報ネットワー

ク推進（３５）、ふるさとの伝承電子図鑑作成

（４）、学校教育情報ネットワーク整備（３４）、

豊の国交番ネットワークシステム（７９）、交通

安全施設整備（５７１） 

規・法令データベース整備（１７）、住民基本

台帳ネットワーク構築（１４１）、ＩＴインキ

ューベータ整備推進（３８）、ＩＴ研究開発支

援（２０）、森林基本図デジタル化（２０）、

漁港漁村活性化対策（１２８）、県有財産管理

システム整備（３２）、公共車両優先システム

（５０） 

宮崎県 
宮崎情報ハイウェイ２１整備事業（７０）、コン

ピュータネットワーク整備対策費（２５）、新世

代地域ケーブルテレビ施設整備事業（３６７）、

情報通信技術講習推進基金事業費（６２）、市町

村情報化推進支援事業（３１） 

  
宮崎情報ハイウェイ２１整備事業（２０３

１）、移動通信用鉄塔施設整備事業（２１４）、

新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業（１

０５）、総合行政ネットワーク運営費（７６）、

情報通信技術講習推進基金事業費（５６１） 

  

注：１）情報企画課分。２）全庁分。３）ＩＴ講習会分含まず。４）債務負担行為を除くベース、他に情

報関連融資枠が 2000 年度 20 億円、2001 年度 32 億円あり。５）経常的経費含まず。６）補正分除く。 

出所：東洋経済「統計月報」2001 年 8 月号 
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図表２４２ テクノポリス開発計画の概要 
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図表２４３ 高度研究機能集積促進計画の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




